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本研究は、互いに影響し合う気流場と温度場を、基礎研究の観点で風洞実験や数値シュレーションによる実

現象の再現（気流）を試みた先行研究を参考にして、非中立（高さ方向に温度（温位）分布あり）時の行政規

制（拡散幅）が再現できるか検討を行ったものである。 
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1. 緒言 

原子炉施設における安全解析の被ばく評価では、風洞実験を用いて地形や建屋影響を考慮した放射性物質

の放出源高さとして有効高さを算出する必要がある。その算出にあたっては、実験の制約上、高さ方向に温

度（温位）分布がない気象条件（大気安定度が中立）を前提としている。一方で、実大気中で出現し、かつ拡

散場が異なる非中立状態での評価を実現するためには、困難さ（温度成層風洞の整備、行政規制が規定する

諸条件の再現など）を伴うことから、技術的課題となっている。そこで本研究では、基礎研究の観点で風洞

実験や数値シュレーションによる実現象の再現（気流）を試みた先行研究を参考に、シミュレーションでの

非中立への適用性（非中立時の行政規制[1]として定められた拡散幅）を検討した。 

2. 非中立時の拡散幅再現に関する検討（不安定時の気流再現） 

過去の研究例[2]整理し、互いに影響し合う気流場と温度場を、実測データを参考にして諸量を制御（風速、

高さ方向の温度分布、地面熱フラックス など）することで不安定層における気流を CFD で再現した。ここで、

大気中における高さ方向の温度分布が勾配を持つ非中立状態を再現するには、N-S 方程式に温度を考慮する

項を導入する必要があるため、式 1 に示した N-S 方程式を採用している。 
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𝑥௜：i 方向座標（𝑥ଵ：主流方向、𝑥ଶ：水平方向、𝑥ଷ：鉛直方向）、

𝑢௜：速度の i 方向成分、𝑝：圧力、𝑇：温度、𝜌：密度、𝜏௜௝：サブグ

リッドスケール応力、𝛽：体膨張係数、𝑔：重力加速度 

3. 結論（不安定時の拡散幅再現） 

再現した不安定層（制御パラメータ値は図 1 凡例参照）において、地

上に煙源を設定し拡散解析を行い、風下の各位置における拡散幅を計算

した。その結果、行政規制が定めた不安定時の拡散幅（図 1 の B～C の

間）を再現することができた。なお、今回は限られたケースでの検討であ

るため、実機適用を視野にいれたパラメータスタディを実施し、非中立時

の拡散幅再現技術の妥当性をさらに検証していく予定である。 
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図 1 不安定時の拡散幅 

図 1 再現した拡散幅 

※図 1 中の A～F は大気安定度である 
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